
独立行政法人国立印刷局が発注する再生巻取用紙の入札参加業者らに対する 

排除措置命令及び課徴金納付命令について 

 

令和６年３月１４日 

公 正 取 引 委 員 会 

 

公正取引委員会は、独立行政法人国立印刷局（以下「国立印刷局」という。）が一般

競争入札の方法により発注する再生巻取用紙（注１）の入札参加業者らに対し、本日、独占

禁止法の規定に基づき排除措置命令及び課徴金納付命令を行った。 

本件は、国立印刷局が一般競争入札の方法により発注する再生巻取用紙の入札参加業

者ら（注２）が、独占禁止法第３条（不当な取引制限の禁止）の規定に違反する行為を行っ

ていたものである。 
 

（注１）「再生巻取用紙」とは、古紙パルプを配合した１,１８８ミリメートル巾、８９１ミリメートル巾及び５９４

ミリメートル巾の３種類のロール状の用紙で、官報の印刷に使用されるものをいう。 

（注２）このうちＫＰＰグループホールディングス株式会社は、令和４年９月３０日まで「国際紙パルプ商事株式会

社」の商号で紙・紙製品卸売業を営んでいたところ（旧・国際紙パルプ商事）、令和４年１０月１日に「ＫＰ

Ｐグループホールディングス株式会社」に商号を変更するとともに、吸収分割により国際紙パルプ商事株式会

社に紙・紙製品卸売業の全部を承継させ、同日以降、当該事業を営んでいない。他方、国際紙パルプ商事株式

会社は当該事業承継を受け、この日から紙・紙製品卸売業を営んでいる。 

 

１ 違反事業者、排除措置命令及び課徴金納付命令の対象事業者、課徴金額等 

番 

号 

違反事業者 

（法人番号） 
本店の所在地 代表者 

排除措置命令 課徴金減免制度の適用 

課徴金額  
申請順位

に応じた

減免率 

事件の真相の解

明に資する程度

に応じた減算率 

1 
日本紙通商株式会社 
（1010001045983） 

東京都千代田区神田駿河

台四丁目6番地 

代表取締役 

吉田 太 

○ 
30% 10% 20% 

856万円 

2 
国際紙パルプ商事株式会社 
（9010001225751） 

東京都中央区明石町6番

24号 

代表取締役 

栗原 正 

○ ― 
(注７) 

― 
(注７) 
(注８) 

― 
― 

3 
ＫＰＰグループホールディン
グス株式会社（9010001048806） 

東京都中央区明石町6番

24号 

代表取締役 

栗原 正 

― 
30% 

10% 
(注８) 

20% 
784万円 

4 
日本紙パルプ商事株式会社 

（1010001034978） 

東京都中央区勝どき三丁目12

番1号 フォアフロントタワー 

代表取締役 

渡邉 昭彦 

― 
免除 免除 ― 

― 

合計 
2社 

   
1640万円 

 

（注３）違反事業者名については、以下「株式会社」の記載を省略する。 

（注４）表中「排除措置命令」欄の「○」は、その事業者が排除措置命令の対象事業者であることを示している。 

（注５）表中「排除措置命令」欄及び「課徴金額」欄の「－」は、その事業者が排除措置命令又は課徴金納付命令の

対象事業者でないことを示している。 

（注６）表中「事件の真相の解明に資する程度に応じた減算率」欄の「－」は、その事業者が調査協力減算制度によ

る減算の適用事業者でないことを示している。 

（注７）国際紙パルプ商事は、令和４年１０月１日以降、違反行為者となっており、課徴金減免申請を行った者であ

るが、独占禁止法第７条の２第１項に規定する売上額（課徴金の算定の基礎となる売上額）が存在しなかった

ため、課徴金納付命令の対象とはなっていない。 

（注８）国際紙パルプ商事とＫＰＰグループホールディングスは、共同して、課徴金減免申請を行った者である。 

 

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局審査局第五審査 

電話 ０３－３５８１－１７７９（直通） 

ホームページ https://www.jftc.go.jp/ 

 



２ 違反行為の概要（詳細は別添排除措置命令書参照） 

日本紙通商、国際紙パルプ商事、ＫＰＰグループホールディングス及び日本紙パル

プ商事の４社（以下「４社」という。）は、遅くとも平成２９年６月５日以降（ＫＰ

Ｐグループホールディングスにあっては令和４年９月３０日までの間、国際紙パルプ

商事にあっては同年１０月１日以降）、国立印刷局が一般競争入札の方法により発注

する再生巻取用紙について、自社の利益の確保を図るため 

⑴ア 受注予定者を決定する 

イ 受注予定者以外の者は、受注予定者が受注できるように協力する 

旨の合意の下に 

⑵ア あらかじめ定められた順番により受注予定者を決定する 

イ 受注予定者が提示する入札価格は、受注予定者が定め、受注予定者以外の者は、

受注予定者が定めた価格で受注できるよう、受注予定者が定めた価格を上回る入

札価格を提示して協力する 

ことにより、受注予定者を決定し、受注予定者が受注できるようにしていた。 

これにより、４社（注９）は、公共の利益に反して、国立印刷局が一般競争入札の方法

により発注する再生巻取用紙の取引分野における競争を実質的に制限していた。 
 

（注９）（注２）のとおり、令和４年１０月１日にＫＰＰグループホールディングス（旧・国際紙パルプ商事）か

ら国際紙パルプ商事に事業の承継が行われたため、令和４年９月３０日までの間は、日本紙通商、ＫＰＰグ

ループホールディングス（旧・国際紙パルプ商事）及び日本紙パルプ商事の３社が、同年１０月１日以降は、

日本紙通商、国際紙パルプ商事及び日本紙パルプ商事の３社が、違反行為を行っていた。 

 

３ 排除措置命令の概要 

⑴ 日本紙通商及び国際紙パルプ商事の２社（以下「２社」という。）は、それぞれ、

次の事項を、取締役会において決議しなければならない。 

ア 前記２の行為を取りやめていることを確認すること。 

イ 今後、相互の間において、又は他の事業者と共同して、国立印刷局が一般競争

入札の方法により発注する再生巻取用紙について、受注予定者を決定せず、自主

的に受注活動を行うこと。 

⑵ ２社は、それぞれ、前項に基づいて採った措置を、相互に通知するとともに、国

立印刷局に通知し、かつ、自社の従業員に周知徹底しなければならない。これらの

通知及び周知徹底の方法については、あらかじめ、公正取引委員会の承認を受けな

ければならない。 

⑶ ２社は、今後、それぞれ、相互の間において、又は他の事業者と共同して、国立

印刷局が一般競争入札の方法により発注する再生巻取用紙について、受注予定者を

決定してはならない。 

⑷ ２社は、それぞれ、次の事項を行うために必要な措置を講じなければならない。 

ア 官公需の受注に関する独占禁止法の遵守についての行動指針の自社の従業員

に対する周知徹底 

イ 官公需の受注に関する独占禁止法の遵守についての、官公需の営業担当者に対

する定期的な研修及び法務担当者による定期的な監査 

⑸ ２社は、それぞれ、前記⑴、⑵及び⑷に基づいて採った措置を、速やかに公正取

引委員会に報告しなければならない。 

 

 

 



４ 課徴金納付命令の概要 

日本紙通商及びＫＰＰグループホールディングスは、令和６年１０月１５日までに、

それぞれ前記１の「課徴金額」欄に記載の額（総額１６４０万円）を支払わなければ

ならない。 


